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　平成22年度は、国立大学法人にとって第２期
中期目標期間の初年度に当たる重要な年でした。
国立大学を運営する上で主要な財源となる運営
費交付金は、平成16年度からの第１期中期目標
期間中は効率化係数として１％、平成22年度は、
臨時的減額としてさらに厳しい減額措置が講じら
れました。このような状況下、本学としては、第
２期中期目標達成のため自主自律的な財政運営の
実現を目指し取り組んできたところです。
　秋田大学は、東北地方の中でもより豊かな自然
環境や資源に恵まれた北東北に位置し、学習者中
心の大学として地域と共に歩み続けてきました。
これをより発展させるべく平成20年９月に「秋
田大学吉村プラン」を策定、「教育」、「研究」、「社
会貢献」、「国際化」、「経営」の５つの柱を立てそ
れぞれについてのアクションプランを発表しまし
た。これまで、皆様のご理解とご協力を得ながら、
プラン達成に向けて着実に取り組んでくることが
できたと思っております。

　平成23年４月から２期目の学長職を迎えておりますが、９月には第２期の吉村プランを策定・公
表しました。このプランは、第１期吉村プランの達成状況、第１期中期目標期間に係る業務の実績に
関する評価結果及び平成23年２月に実施した外部評価の結果などを踏まえたものとなっております。
さらに、深い爪痕を残す東日本大震災への対応や地域防災の在り方についても意識した内容となって
おります。また、秋田県は、高齢化と少子化が同時並行的に進むとともに総人口数も減少、地域経済
も低迷状態にありますが、本学は積極的に産業振興への参画を行い、学術的見地から地域の活性化に
取り組みたいと考えております。
　国立大学法人を取り巻く状況は厳しさを増す一方ですが、地域に根ざし、世界に発信する教育・研
究拠点として更なる発展を目指したいと考えております。秋田大学を支えて下さる皆様方からのいっ
そうのご指導・ご支援を賜りますようよろしくお願いいたします。

国立大学法人 秋田大学

　　学 長　吉　村　　昇
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　学生支援棟は、教育推進、学生支援及び就職支援のワン

ストップサービスを目的として、平成２２年３月に竣工、

４月から業務を開始しました。

　１階には教育推進総合センター及び学生支援総合セン

ターを配置して学生への窓口業務を行っています。２階に

は英語の自学自習施設「The　ALL　Rooms」を整備して、

教材を揃えるとともに研修を受けた学生スタッフを配置し

て学習をサポートしています。また、学習用のフリースペー

スも備えています。

　秋田大学インフォメーションセンターは、秋田大学を

知ってもらうとともに、地域住民との交流の場として、平

成22年4月に開設しました。

　センターでは秋田大学の教育・研究の取組や、成田為三、

南木佳士など著名な卒業生の業績や作品等を展示・紹介し

ています。また、学生や教職員による企画展、コンサート

等も開催しています。

　秋田大学紹介プロモーションビデオを秋田県出身の女優である客

員教授をナレーターに迎えて作成するとともに、学内の英語のネイ

ティブスピーカー教員の協力を得て英語版も制作しました。映像は

ホームページ上で公開しています。



― � ―

　秋田大学は、秋田県の県北地域における活動の新たな拠点

として平成２２年11月17日に「秋田大学北秋田分校」を北

秋田市役所に開設しました。

　秋田大学と北秋田市は平成２１年10月に協定を締結。同市

の特産品である珪藻土を含む豊富な地域資源を活用した産業

振興、公開講座や高大連携等を通じた人材育成など、様々な

面で協力していくこととしています。

　秋田大学の分校開設は、平成２１年８月５日に県南地域の

拠点として設置した横手分校に続いて2例目となります。

　秋田大学は世界に開かれた大学として国際交流の拡大を
図っています。そのために、学生及び教職員の海外留学・
派遣の促進と多くの外国人留学生を受け入れるための環境
整備等に努めています。
　平成22年度は、新たにモンゴル、イスラエル、ルーマニ
ア、中国、アメリカ、ボツワナの大学７校と大学間協定を
結び、中国、台湾の大学３校と部局間協定を締結しました。
大学間協定は平成23年5月1日現在で15カ国・地域35大学、
部局間協定は9カ国・地域16学部等となりました。今後も、
協定校との学術交流、学生交流を推進し、積極的な国際交
流を進めていきます。
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教育関係経費

5％
研究関係経費

6％

運営費交付金収益

28％

附属病院収益

50％

外部資金収益

4％
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　一事業年度における国立大学法人等の業務運営に
係る国民負担額 （税金等により国民が負担しているコ
スト） を表示し、 報告するものです。

　平成22事業年度における本学の業務実施コスト105
億円となっています。 日本人人口 （約１億2,805万人）
に基づき国民1人当たりに換算した負担は82円となって
います。

　運営費交付金とは、 国立大学法人が業務運営を行う

財源として、 国から交付されるもののことをいいます。

　国が算定する授業料や附属病院収入などの大学収

入と、 同じく国が算定する教育 ・ 研究 ・ 診療などに要

する事業費との差額として措置されます。

　平成22事業年度において本学に交付された運営費

交付金は10,090百万円となっています。

　国立大学法人の施設整備は、 国から措置される施設

整備費補助金と、 国の配分方針に基づき国立大学財

務 ・ 経営センターから措置される施設費交付金を財源

に事業を行っています。

　平成22事業年度の施設費は606百万円となっていま

すが、 附属病院再開発計画等の財源として、 国立大

学財務 ・ 経営センターの貸付制度から2,041百万円を

借入れて再開発事業を実施しています。

　運営費交付金、 施設費及び補助金以外にも国や地

方公共団体及び民間の企業等から、 受託研究や受託

事業等として多くの資金を受入れ教育研究を行ってい

ます。

　平成22事業年度の受託研究等の受入額は454百万

円となっています。 また、 受託事業等の受入額は150

百万円となっています。

　本学の研究者や研究グループは、 独創的 ・ 先駆的

な教育研究を発展させるべく多くの補助金を獲得して

います。

　平成22事業年度は620百万円となっていますが、 こ

の資金は 「預り金」 として法人の収入とは区別して経

理しています。 　また、 これらの補助金に係る間接経

費は145百万円となっていて、 この経費は法人の収入

として経理されています。
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　医学部附属病院の収益構造は、 附属病院セグ

メント情報に示すとおり附属病院収益が収益全体

の83％を占めており、 病院経営における最も重要

な要素となっています。

　平成22年度は、 病院再開発等の影響により、 入

院患者数の減や地域連携による紹介等に伴う比

較的軽症な患者数の減などの減収要因はいくつ

かありましたが、 外来患者数の増加、 診療報酬

改定に伴う手術料の増加や小児入院医療管理料

の新設などがあり、 附属病院収入は、 昨年度より

6.01％の増収となり、 附属病院収益も同様に増加

しました。

　費用に関しては、 附属病院収益の増加に伴い

医薬品費や医療機器の保守経費及び病棟再開

発等による減価償却費などが増加したことにより診

療経費が増加しています。

　以上のように平成22年度決算においては、 収

益 ・ 費用ともに増加しましたが、 業務損益として

は約3億8千万円の利益が計上されています。

　平成21年度の第二病棟 （新病棟） 完成に続き、

平成22年度は、 外来棟地階改修による中央材料

部 ・ ＳＰＤセンター及び旧１階北病棟改修による厨

房が完成しました。 引き続き、 旧西病棟や集中治

療部の改修などを行っていく予定です。

　患者サービス ・ 医療環境改善の一環として医療

クラークの増員を行い、 患者の待ち時間の短縮や

医師の事務作業等の軽減を図りました。 急性期看

護補助体制加算の取得に向け看護補助者の大幅

な増員を行い、 看護体制の整備を図りました。

　東日本大震災への対応として、 発災4時間後に

はDMAT （災害派遣医療チーム） を派遣し、 超

急性期における医療支援を行ったのを手始めに、

その後の継続的な医療支援活動をスタートさせま

した。また、市内においても震度5強を観測する中、

本院は県内唯一の基幹災害医療センターとして早

急に災害対策本部を立ち上げ、 患者の受入及び

支援体制を整えました。
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　秋田大学は、 「国際的な水準の教育・研究の遂行」・「地域の振興と地球規模の課題解決に寄与」・「国

の内外で活躍する有為な人材の育成」 の３つを基本理念としています。 これを達成するためには、 多く

の学生 ・ 教職員が安心して教育研究に打ち込めるキャンパス環境を整えるとともに、 様々な相互交流や

学習体験の機会などを継続して提供し続けることが必要となります。

　平成１６年度の国立大学法人化以降の大学運営は、 国から交付される運営費交付金が年々削減され

るという厳しい状況となっており、 このことから大学独自の教育研究の助成基盤を充実させる必要があり

ます。 そこで、 本学の理念に賛同される皆様からの寄附をお願いいたしております。

　寄附には、 学術研究に要する経費や教育研究の奨励を主な目的とする一般の 「奨学寄附金」 と、 学

生に対する奨学金や国際交流事業、 特色ある研究活動への支援、 キャンパス環境整備などを行うことを

目的とする 「秋田大学教育研究支援基金」 があります。

　いずれの寄附金も多くの皆様のご協力により有効に活用させていだだいております。 つきましては、 卒

業生をはじめ、 地域 ・ 企業の皆様方には、 本趣旨をご理解の上、 格別のご支援を賜りたくお願い申し上

げます。



  秋田大学財務レポート 2011  
［発　行］

秋田大学財務課

〒010-8502 秋田市手形学園町1番1号 

TEL 018-889-2220　FAX 018-831-9072

http://www.akita-u.ac.jp/


